
仕事を持ちながらがんの治療に通院している患者
の推移(国民生活基礎調査より)

治療と仕事の両立支援に

取り組んでみませんか？

厚生労働省「国民生活基礎調査」
によると、がんの治療のため仕事
を持ちながら通院している患者数
は、令和元年は44.8万人と平成22
年と比較すると37.8％増加し、治
療と仕事を両立する方が増えてい
ることが分かります。

その一方で、病気治療目的の休暇制
度がない、復職で相談する窓口、両立
支援を申し出る方法などが分からない
ために、仕事を続けるのに困難さを感じて
いる方もいます。

今後、両立支援の取組を進めて行くた
めには、治療と仕事の両立をサポートす
る仕組みを整備することが重要です。

「治療と仕事の両立支援」を取り巻く背景
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岡山県地域両立支援推進チームは、治療と仕事の両立支援を効果的に進めるため、岡山

県下の関係団体がネットワークを構築し、既に行われている両立支援に係る取組を効果

的に連携させ、両立支援の取組の推進を図る目的で、平成29年7月に設置されました。

○岡山県医師会 ○岡山県経営者協会 ○岡山県社会保険労務士会

○連合岡山 ○岡山大学病院 ○日本キャリア開発協会

○岡山県 ○岡山市 ○岡山ろうさい病院 ○おかやま若年性認知症支援センター

○日本産業カウンセラー協会中国支部 ○岡山県難病相談・支援センター

○岡山県医療ソーシャルワーカー協会 ○岡山産業保健総合支援センター ○岡山労働局

構成メンバー（順不同）

岡山県地域両立支援推進チーム 治療と仕事の両立支援ナビ 検索こちらもご覧ください

治療が必要な疾病を抱える労働者が仕事と両立するために、
・事業者はその労働者の勤務情報を主治医に提供し、
・それを基に主治医が職場復帰等について意見書を作成
・事業者は意見書を基に両立支援プラン（職場復帰）を作成する必要があり、そ
のための体制整備が必要です。
これらを行うには、企業・医療機関などが連携する必要があり、連携を円滑に

するために両立支援コーディネーターがいます。
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　　　　　   支援体制
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ここにメモを書いてください。




